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◎ 会のうごき 

○ 平成 16 年度全国市長会欧州都市行政調査団Ⅰの派遣について 

本会では、平成 16 年度の海外都市行政調査団について、４月中旬に各市にご案内（平成 16

年４月 19 日付、発調第 19 号参照）申し上げたところでありますが、その中で、欧州Ⅰコー

ス（訪問国：ドイツ・スイス・オランダ）の申込期限につきまして、より多くの市長等に参

加していただくため、下記のとおり、申込期限を延長いたしました。環境をメーンテーマに

先進国の現状を視察するとともに、関係者との意見交換等、貴重な機会を提供できる行程を

ご用意させていただいておりますので、是非とものご参加をお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 派遣期間  平成 16 年７月 11 日（日）～18 日（日） ８日間 

２ テ ー マ  環境対策 

３ 訪問国及び公式訪問都市 

ド イ ツ：コブレンツ市 [廃棄物処理、リサイクル等] 

    ス イ ス：ヴヴェイ市 [環境整備] 

  オランダ：アメルスフォールト市 [太陽光エネルギー施設等] 

４ 総経費   ￥６４８，０００－ 

全国市長会調査広報部  

 〒102-8635 

  東京都千代田区平河町 2-4-2 

  TEL03-3262-2316 FAX03-3263-5483 

  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.mayors.or.jp/ 
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５ 申込期限  平成 16 年５月 27 日（木） 

６ 事前打合会 平成 16 年６月９日（水） 

（担当：調査広報部） 

 

◎ 税制調査会基礎問題小委員会・総会 

政府税制調査会（会長・石弘光氏）は、4 月 27 日、財務省において第 11 回基礎

問題小委員会・総会を開催した。 

小委員会では、｢グローバル化と経済・社会｣をテーマに、藤本・東京大学経済学

部教授、梶田・一橋大学大学院社会学研究科教授、及び山崎・東亜大学学長からそ

れぞれヒアリングを受け、その後、質疑を行った。 

また、総会では、金融小委員会の審議状況報告が行われた。 

（担当：財政部） 

   

◎ 行事予定  

 月  日  時 間        会   議   名   所  管   場      所 

5 月 21 日      

  

10：00 平成 16 年度全国都市税財政主

管者研修会 
財 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

コ ス モ ス
5 月 25 日      

  

10：30 団体定期保険事務担当者全国連

絡協議会 
共 済 保 険 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル
 〃           

  

12：00 地方財政危機突破総決起大会(地方

自治確立対策協議会) 
財 政 部 日 本 武 道 館

5 月 28 日      

  

10：00 都市政策研究特別委員会 

特別委員・幹事会 提言骨子（案）

検討会 

調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 ３ 会 議 室

6 月 2 日 13：30 国民健康保険対策特別委員会幹事会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室
6 月 3 日 12：30 介護保険対策特別委員会常任幹事会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室
 〃 15：30 介護保険対策特別委員会幹事会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室
6 月 7 日 13：00 広域行政圏整備推進協議会役員会 行 政 部 全 国 都 市 会 館

第 4 会 議 室
 〃 13：00 廃棄物処理対策特別委員会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 ３ 会 議 室
 〃 14：00 広域行政圏整備推進協議会総会 行 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室
 〃 15：00 国民健康保険対策特別委員会・

介護保険対策特別委員会合同会議 
社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室
6 月 8 日 09：15 温泉所在都市協議会役員会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室
 〃 09：45 温泉所在都市協議会総会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室
 〃 10：00 正副会長会議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

正 副 会 長 室
 〃 11：00 理事・評議員合同会議 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル
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6 月 8 日 12：00 （財）全国市長会館評議員会、

理事会 
管 理 部 全 国 都 市 会 館

第 3 、 4 会 議 室
 〃 13：30 第 1 委員会 行 政 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

オ リ オ ン

 〃 13：30 第 2 委員会 財 政 部 全 国 都 市 会 館

大 ホ ー ル

 〃 13：30 第 3 委員会 社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

 〃 13：30 第 4 委員会 経 済 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

コ ス モ ス ホ ー ル Ⅱ

 〃 委員会終

了後 

総会運営委員会 企 画 調 整 室 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

 〃 15：30 下水道事業委託自治体連盟役員会 経 済 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

6 0 6 会 議 室

 〃 16：00 下水道事業委託自治体連盟総会 経 済 部 日 本 都 市 セ ン タ ー

6 0 1 会 議 室

 〃 16：00 第 2 回分権時代の都市自治体の

あり方に関する検討会 
行 政 部 都 道 府 県 会 館

4 0 2 会 議 室

6 月 9 日 10：00 第 74 回全国市長会議 企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー

コ ス モ ス ホ ー ル

 〃 13：00 第 74 回全国市長会議 (議事再開) 企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー

コ ス モ ス ホ ー ル

〃 総会 

終了後 

新正副会長会議 企 画 調 整 室 日 本 都 市 セ ン タ ー

松 

 〃 15：00 海外都市行政調査団事前打合せ会 調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 4 会 議 室

 〃 15：00 水産都市協議会役員会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 3 会 議 室

 〃 15：30 水産都市協議会総会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

（担当：企画調整室） 

   

◎ ご案内 

◇ 地方公共団体向けの「法制執務支援システム」について 

財団法人地方自治研究機構では、地方公共団体が当面する共通の諸課題について、

地方公共団体の担当者と連携を保ちつつ、総務省をはじめとする関係省庁、団体、大学そ

の他の学術研究機関等の協力を得て、地域の実態に即した調査研究や法制執務の調査・情

報提供を行うことにより、全国の地方公共団体に対し支援と協力を行っております。 

法制執務に関する支援では、平成 13 年度より法制執務部を設けました。法制執務

支援事業の一環として、例規、法令、判例及び関連データで構成するシステムを構築し、地方公共団

体の皆様へご提供しております。本システムが地方公共団体の法制執務にお役に立てれば幸いです。 

【システムのあらまし】 

  ４つのデータベースで構成されたシステムを提供しています。 

①例規データベース 

・地方公共団体の条例を 20分野に分類し、分野別におよそ 400 の条例が入力されています。 

・目次体系やキーワード、五十音による検索を行うことができます。 

②法令データベース 

・総務省行政管理局が構築している「法令データ提供システム」へのリンクによ
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り法令を閲覧できます。 

③判例データベース 

・地方自治に関係する 4,100 余の判例を選定し、15 分類に体系化して構築されています。 

・目次体系、法条、キーワード、判決年月日による検索を行うことができます。 

④関連データベース 

・地方公共団体のホームページに掲載されているＷeb 例規集が閲覧できます。 

・条例案の様式等も閲覧できます。 

【ご利用方法】 

①ユーザーコード、パスワードが必要です。 

   平成 14 年４月１日付け、自研機第 44 号にて、地方公共団体の長（法制執務担

当課扱い）宛にご案内しております。 

②お使いのブラウザーで、次のアドレスをご指定ください。 

   法制執務支援システムのアドレス http://hosei.rilg.or.jp/ 

なお、（財）地方自治研究機構のホームページからも入れます。 

（http://www.rilg.nippon-net.ne.jp/） 

【問合せ先】 

（財）地方自治研究機構 法制執務部 

〒102-0082 東京都千代田区一番町 25 番地 

     全国町村議員会館３階 

E-mail：info@rilg.or.jp 

ＴＥＬ：03－3237－1417 

ＦＡＸ：03－3237－1435 

 

※「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 

 


